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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

メ ー タ 口 径
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④ 組　織

＜組織体制＞
技術職 ０名

事務職 ３名

技術職 ０名

事務職 ４名

水道事業

61.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

10

18,183

千ｍ

施 設 利 用 率

計 画 給 水 人 口 37,034

現 在 給 水 人 口 22,656

法適（全部）

㎥／日

　令和７年４月１日現在、上下水道課長ほか、業務グループ３名、工務グループ４名の体制により業務を行っている。
　各グループの業務内容については、業務グループが事業経営及び料金賦課徴収、工務グループが施設維持管理及び建設改良工事を行っている。
　職員の年齢構成は、50代：３名、40代：２名、30代：３名となっている。

平 成 26 年 4 月 1 日

428.5施 設 数

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力

事業の現況

　本市の水道料金は、口径別の基本料金と使用水量に応じた従量料金の二部料金制としている。また、従量料金については、使
用水量に応じて単価が高くなる逓増制を採用している。
　平成17年10月１日の２町合併の後、平成18年４月１日に料金を統一した。
　平成26年４月１日の料金改定では、基本料金に含まれていた10㎥／月の基本水量を廃止し、基本料金の値下げを実施した。

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

基本料金
2か月につき 101m3以上41～60m31～20m3 21～40m3

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

61～100m3

74.8円/m3

0円/m311,880円

220円/m3

業務グループ（３名）

上下水道課長

工務グループ（４名）

1,980円

3,344円

5,720円

9,240円 231円/m3 253円/m3 264円/m3

20,240円

27,720円

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

計 画 期 間 ：

20

～

管 路 延 長

0.19

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 30 年 7 月 1 日

水 源

那須烏山市水道事業経営戦略

那須烏山市

策 定 日 ：

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

　

２．将来の事業環境

（１）

（２）

これまでの主な経営健全化の取組

①経営体制の効率化
　平成17年10月に旧烏山町・旧南那須町が合併し、市の水道事業は上水道１事業、簡易水道事業６事業となった。
　その後、平成18年度に七合簡易水道事業、平成20年度に平野簡易水道事業、平成31年度に興野・向田・境・境東の４簡易水道事業を上水道事業に統合し、経営
効率の向上を図った。それに合わせて業務の効率化も進め、平成18年度の11名体制から令和７年度の８名体制まで職員数の削減を行っている。
　
②施設の効率化
　七合簡易水道及び平野簡易水道を上水道事業へ統合したことに伴い、七合浄水場及び平野浄水場の浄水場機能を休止させ、設備更新・維持管理費用の削減を
図っている。

③公的資金補償金免除繰上償還の実施
　平成20年度に公的資金補償金免除繰上償還制度を活用して約５億３千万円の繰上償還を実施し、支払い利息の軽減を図っている。

④資金の運用
　従来の定期預金に加えて令和６年度から投資有価証券による運用を開始し、収益の確保に努めている。

給水人口の予測

　令和６年度の経営状況は、別紙の経営比較分析表に示すとおりである。

水需要の予測

　
　給水人口の予測については、「給水区域内人口×普及率」により算出している。
　将来の給水区域内人口推計については、那須烏山市第３次総合計画における人口推計値を採用し、普及率については、令和６年度末実績である97.2％を用いて
算出している。
　これらにより将来給水人口を推計した結果、給水人口は年間約400人程度の減少を続け、本経営戦略計画期間終了年の令和17年は18,104人まで減少することが見
込まれる。

　水需要の予測については、用途別（一般用・営業用・工場用・その他）に予測している。
　一般用については「給水人口の見込み×生活用原単位（１人あたり使用水量の見込み）」、営業用及び工場用については「直近実績×直近５年間の減少率」、その
他については「直近５年間の平均値」により算出している。
　これらにより将来の水需要を推計した結果、一般用を中心に年々減少を続け、本経営戦略計画期間終了年の令和17年には1,909,722㎥まで減少することが見込ま
れる。
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

　令和４年度に策定した「那須烏山市新水道ビジョン」において「地域とともに、信頼を未来につなぐ那須烏山市の水道」を基本理念に掲げ、「安全」な水道、「強靭」な
水道、水道サービスの「持続」を将来の理想像としている。これらの理想像実現に向けて、下記の方策に取り組んでいくこととしている。

　職員数は、合併時から段階的に減少し、近年は８名体制（課長・業務グループ３名・工務グループ４名）が継続している。
　水道事業運営には、会計の専門知識及び水道設備の運用管理、緊急時の対応など高度な技術力が求められることから、現在の体制を維持し、知識や経験等の継
承を行っていく。
　また、限られた職員数で今後増大していく施設の更新に対応するため、新たな民間委託も含めた検討を行っていく。

組織の見通し

料金収入の見通し

　料金の見通しについては、用途別の「見込み有収水量×供給単価」により算出している。
　用途別見込み有収水量については「（２）水需要の予測」の数値を採用し、供給単価については直近の実績値を用いている。
　これらにより将来の料金収入見通しを推計した結果、料金収入は年々減少を続け、本経営戦略計画期間終了年の令和17年には令和６年度と比較して約１億円減少
し、400,759,242円まで減少することが見込まれる。
　なお、令和４年度の料金収入が減少しているのは、基本料金減免措置を半年間実施したことによるものである。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標 法定耐用年数を迎える施設・設備が増加していることから、水道水の安定供給を確保するため、計画的に施設・設備の更新を進め
ていく。

目 標 　収益の柱である水道料金を適切に確保しながら、繰入金、補助金、投資のための企業債借入を組み合わせて安定的な事業運営
を行っていく。

②　収支計画のうち財源についての説明

・計画期間内に実施する主な投資の内容
　市内最大の給水人口を抱える城東浄水場浄水地の耐震化工事を実施する。

・施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）に関する事項
　施設・設備の更新費用を抑制するため、水道施設再編整備計画を策定し、水需要等に合わせた施設・設備の廃止・統合を実施する。

・アセットマネジメントに基づく施設・設備の長寿命化等の投資の平準化に関する事項
　平成31年に統合した簡易水道を中心に法定耐用年数を経過する管路が急激に増加していることから、管路更新計画に基づき管種等の優先順位が高いものから段
階的に更新し、投資の平準化を図っていく。

・防災・安全対策に関する事項
　基幹施設である水道庁舎の浸水対策工事を実施する。

・料金に関する事項
　「２．将来の事業環境　（３）料金収入の見通し」により算出した額としている。
　
・繰入金
　統合水道に係る事業統合前の簡易水道の建設改良に要する経費について、国の繰出し基準に基づき算出している。
　また、水道事業経営安定のため、一般会計からの繰入金を見込んでいる。

・補助金
　現在の補助対象事業が継続する前提で算出している。

・企業債
　水道施設の更新費用を確保するため、建設改良費の１／２程度を企業債により賄うこととしている。
　
・資産の有効活用に関する事項
　流動性確保後の余剰資金について、さらなる債券運用等により収益確保を図る。

・委託料に関する事項
　委託内容により、５年平均額を採用するものと直近決算額を採用するものに整理し算出している。

・修繕費に関する事項
　修繕内容により、５年平均額を採用するもの、直近決算額を採用するもの及び特定の年度に発生するものに整理し算出している。

・動力費に関する事項
　直近３年間の配水量１㎥あたり平均額×各年度の見込み配水量により算出している。

・職員給与費に関する事項
　職員数が少ないため予測が困難であることから、令和８年度予算額を採用している。

・減価償却費に関する事項
　既存分の償却予定額に、新規取得分の償却額を加えて算出している。償却年数は、管路40年、電気及びポンプ設備15年等により算出している。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

定期的な進捗管理（モニタリング）を行い、３～５年を目安に見直し（ローリング）を実施する。
投資・財政計画の計画値と実績値に大きな乖離がある場合や、将来予測に大きな変動がある場合には経営戦略の改定
を行う。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

現在、水道施設再編整備計画を策定している。完成した計画に基づき、廃止・統合を含めた施設の再編を進め、
維持管理費及び更新費用の削減を図っていく。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

現在、水道施設再編整備計画を策定している。完成した計画に基づき、今後の給水人口や水需要を踏まえながら、
施設規模や管路口径について検討していく。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

可能な限り発行額を抑制することを基本とし、企業債残高対給水収益比率の推移を注視しながら、後年度負担に配慮し
た適正な借入額の検討を行っていく。

国の繰出し基準に基づく繰入対象経費以外の経費で、市が政策的に実施するものについて、繰入対象とすることを検討
していく。

「栃木県水道広域化推進プラン」の考え方を踏まえ、広域化により合理化できる施設等について検討していく。広 域 化

将来人口予測に基づいて給水収益の減少を見込んでいるが、進捗管理をしていく中で実績値が計画値を下回り、収支
のさらなる悪化が見込まれる場合には、料金改定の必要性を検討していく。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

施設の統廃合等により遊休資産が発生した場合には、売却も含めた有効活用を検討し、収入増加を図っていく。

そ の 他 の 取 組

企 業 債

繰 入 金

現在は業務の民間委託を行っていないが、効率的な経営を進めるため、民間資金・ノウハウ等の活用について検討して
いく。

平成30年度に策定したアセットマネジメントに基づいて更新の優先順位を設定し、投資の平準化を図っていく。



2. 老朽化の状況

全体総括

　昨年度と比較して「経営収支比率」「料金回収
率」が減少したものの、ともに100％を超えてお
り、「流動比率」も300％を超えて平均的な水準を
維持していることから、現状では健全な経営である
と言える。
　「給水原価」については物価高騰の影響から平均
値と同等に上昇した。給水収益が減少し続けている
ことも踏まえ、健全経営を維持していくためにも引
き続き費用の削減に努めていく必要がある。
　また、本市は「有収率」が平均に比べて非常に低
く、これを改善することで動力費等の費用削減が見
込めることから、引き続き漏水調査及び修繕を実施
していく。

　「有形固定資産減価償却率」が平均値を上回って
いるが、資金の面から故障等がなければ償却期間が
終了しても積極的な更新を行っていないため、老朽
化した施設が多くなっている状況である。
　また、「管路経年化率」が年々増加しているた
め、管路更新計画に基づいた、一層の管路の更新が
必要である。

　人口減少により給水収益が右肩下がりを見せる一
方、法定耐用年数を迎える管路や水道施設の更新需
要が大きくなることから、今後キャッシュフローが
激しく圧迫されることが予想される。
　また、水道事業としての技術継承を支える専門的
な人材確保が慢性的に不足するとともに、エネル
ギー等の物価の高騰及び人件費の増加により日々の
供給体制の維持コストが上昇の一途を辿っている。
　以上のことから、今後は料金の改定や水道施設の
統合及びダウンサイジング、加えて近隣自治体との
ソフト・ハードの共同化等の経営の広域化を検討す
る必要がある。

経営比較分析表（令和6年度決算）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) － 類似団体平均値（平均値）

- 76.64 97.21 3,938 22,656 125.35 180.74 【】 令和6年度全国平均

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 非設置 23,482 174.35 134.68 ■ 当該団体値（当該値）

栃木県　那須烏山市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報
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当該値 124.42 124.37 125.38 115.93 107.32

平均値 108.35 108.84 105.92 106.01 103.74

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 61.17 62.05 63.01 63.64 64.91

平均値 50.63 51.29 52.20 52.70 53.48

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 7.01 8.16 16.56 16.60 20.25

平均値 18.28 19.61 20.73 22.86 24.31

①経常収支比率(％)

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 3.98 6.02 7.78 9.59 11.55

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 394.40 371.58 364.01 320.34 321.03

平均値 367.55 378.56 364.46 338.89 352.34

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 340.07 317.46 339.03 280.25 255.92

平均値 418.68 395.68 403.72 400.21 391.13

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 123.50 124.68 98.66 111.23 105.88

平均値 94.78 97.59 92.17 92.83 92.16

150.00

155.00

160.00

165.00

170.00

175.00

180.00

185.00

190.00

195.00

200.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 169.01 166.29 184.42 187.32 196.68

平均値 181.30 181.71 188.51 189.43 196.75

51.00

52.00

53.00

54.00

55.00

56.00

57.00

58.00

59.00

60.00

61.00

62.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 59.67 58.91 57.78 60.32 61.23

平均値 55.89 55.72 55.31 55.14 54.99

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 64.96 64.95 65.14 61.33 59.17

平均値 81.27 81.26 80.36 80.13 79.34

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【107.26】 【1.61】 【239.69】 【264.86】

【89.21】【60.21】【181.66】【97.59】

【52.41】 【26.78】 【0.59】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和６年度 令和７年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 507,675 508,027 481,595 471,538 464,058 456,712 449,513 440,994 432,653 424,505 416,534 408,786
(1) 500,747 501,060 473,559 463,502 456,022 448,676 441,477 432,958 424,617 416,469 408,498 400,750
(2) (B)
(3) 6,928 6,967 8,036 8,036 8,036 8,036 8,036 8,036 8,036 8,036 8,036 8,036

２． 61,843 60,633 56,820 65,972 64,217 64,559 71,563 61,963 51,751 60,557 59,593 58,993
(1) 2,447 2,113 1,518 11,160 11,037 10,951 20,879 20,828 20,794 30,759 30,729 30,720

2,447 2,113 1,518 11,160 11,037 10,951 20,879 20,828 20,794 30,759 30,729 30,720

(2) 57,730 57,148 52,863 52,373 50,741 51,169 48,245 38,696 28,518 27,359 26,425 25,834
(3) 1,666 1,372 2,439 2,439 2,439 2,439 2,439 2,439 2,439 2,439 2,439 2,439

(C) 569,518 568,660 538,415 537,510 528,275 521,271 521,076 502,957 484,404 485,062 476,127 467,779
１． 507,313 535,444 519,385 512,054 510,335 505,533 507,652 480,456 465,416 461,550 460,056 460,140
(1) 64,586 68,144 68,880 68,880 68,880 68,880 68,880 68,880 68,880 68,880 68,880 68,880

31,537 31,944 32,238 32,238 32,238 32,238 32,238 32,238 32,238 32,238 32,238 32,238

33,049 36,200 36,642 36,642 36,642 36,642 36,642 36,642 36,642 36,642 36,642 36,642
(2) 166,443 202,376 184,902 179,597 178,397 177,246 181,472 164,552 163,390 162,277 161,163 160,099

63,826 78,780 62,917 61,779 60,663 59,570 58,501 57,396 56,314 55,255 54,218 53,205
45,053 53,191 42,093 42,093 42,093 42,093 44,708 42,093 42,093 42,093 42,093 42,093

57,564 70,405 79,892 75,725 75,641 75,583 78,263 65,063 64,983 64,929 64,852 64,801
(3) 276,284 264,924 265,603 263,577 263,058 259,407 257,300 247,024 233,146 230,393 230,013 231,161

２． 23,347 19,876 17,118 17,008 16,658 15,949 15,741 16,344 16,942 18,375 18,986 19,602
(1) 23,149 19,585 16,920 16,810 16,460 15,751 15,543 16,146 16,744 18,177 18,788 19,404
(2) 198 291 198 198 198 198 198 198 198 198 198 198

(D) 530,660 555,320 536,503 529,062 526,993 521,482 523,393 496,800 482,358 479,925 479,042 479,742
(E) 38,858 13,340 1,912 8,448 1,282 △ 211 △ 2,317 6,157 2,046 5,137 △ 2,915 △ 11,963

106
(G)
(H) 106

38,964 13,340 1,912 8,448 1,282 △ 211 △ 2,317 6,157 2,046 5,137 △ 2,915 △ 11,963
(I)
(J) 939,969 815,127 741,271 658,554 640,546 624,900 659,075 700,910 686,393 724,457 747,801 760,188

5,522 5,849 9,365 6,768 5,393 5,402 5,332 5,168 8,901 5,067 5,134 5,116
(K) 292,795 213,031 173,827 152,864 143,598 90,371 89,683 91,528 85,789 91,354 93,695 95,756

216,273 198,003 167,072 146,109 129,037 76,463 76,964 78,045 79,034 79,289 82,362 85,152

69,956 8,462
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 507,675 508,027 481,595 471,538 464,058 456,712 449,513 440,994 432,653 424,505 416,534 408,786

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により 算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和９年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度 令和１７年度令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和８年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和６年度 令和７年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 60,000 136,000 250,000 180,000 120,000 120,000 120,000 120,000 180,000 120,000 120,000 120,000

２． 17,911 23,364 45,460 6,951 4,843 4,131 3,154 1,541 1,575 1,610 638

３．

４． 1,289 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100

５．

６． 9,817 18,165 40,500 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

７．

８．

９． 2,391 2,003 2,002 2,002 2,002 2,002 2,002 2,002 2,002 2,002 2,002 2,002

(A) 91,408 180,632 339,062 205,053 142,945 142,233 141,256 139,643 199,677 139,712 138,740 138,102

(B)

(C) 91,408 180,632 339,062 205,053 142,945 142,233 141,256 139,643 199,677 139,712 138,740 138,102

１． 190,116 279,992 461,599 374,053 264,053 264,053 264,053 264,053 374,053 264,053 264,053 264,053

２． 216,039 216,273 198,003 167,072 146,110 129,037 76,463 76,964 78,045 79,034 79,289 82,362

３．

４．

５． 100,000

(D) 506,155 496,265 659,602 541,125 410,163 393,090 340,516 341,017 452,098 343,087 343,342 346,415

(E) 414,747 315,633 320,540 336,072 267,218 250,857 199,260 201,374 252,421 203,375 204,602 208,313

１． 100,000 167,211 215,916 234,049 175,094 198,699 155,592 179,093 220,142 181,097 182,278 185,959

２． 299,549 126,254 70,000 70,000 70,000 30,000 21,464

３．

４． 15,198 22,168 34,624 32,023 22,124 22,158 22,204 22,281 32,279 22,278 22,324 22,354

(F) 414,747 315,633 320,540 336,072 267,218 250,857 199,260 201,374 252,421 203,375 204,602 208,313

(G)

(H) 1,281,517 1,201,244 1,253,241 1,266,169 1,240,059 1,231,022 1,274,559 1,317,595 1,419,550 1,460,516 1,501,227 1,538,865

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和６年度 令和７年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1,707 1,253 798 10,440 10,317 10,231 20,159 20,108 20,074 30,039 30,010 30,000

1,707 1,253 798 440 317 231 159 108 74 39 10

10,000 10,000 10,000 20,000 20,000 20,000 30,000 30,000 30,000

17,911 18,364 17,610 6,951 4,843 4,131 3,154 1,541 1,575 1,610 638

17,911 18,364 17,610 6,951 4,843 4,131 3,154 1,541 1,575 1,610 638

19,618 19,617 18,408 17,391 15,160 14,362 23,313 21,649 21,649 31,649 30,648 30,000

令和１７年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度令和９年度令和８年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１６年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度

他 会 計 負 担 金

令和１７年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度


